



























第 1章 序論                            
 1.1 研究の背景 
 1.2 研究の目的 
 1.3 本論文の構成 
 
第 2章 動的解析法とそのモデル化            
 2.1 各種耐震設計法の概要 
2.1.1 耐震設計の手順 
   2.1.2 耐震解析の手順 
   2.1.3 耐震解析の種類と体系 
   2.1.4 耐震設計手法におけるモデル化 
 2.2 応答変位法 
   2.2.1 概要及び解析手順 
   2.2.2 応答変位法の問題点と今後の課題 
 2.3 FEM系静的解析法 
   2.3.1 概要 
   2.3.2 基本仮定と解析手順 







第 3章 解析の諸設定                         
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第 5章 得られた結果による考察と結論                            





第 6章 今後の課題と実験計画                            
6.1 今後の課題 
 6.2 実験計画 
   6.2.1 概要 
   6.2.2 相似則について 
   6.2.3 実験模型の諸元 









































































第 2 章では，今回の研究で行った動的解析法の手法について触れる． 
第 3 章では，解析の諸設定について述べる． 
第 4 章では，動的解析から得られた結果をまとめる． 
第 5 章では，研究の結論および考察について述べる． 






























































































































































































































「コンクリート標準示方書 耐震設計編，土木学会(平成 8 年制定)」3）によると，解析モデ

















 構造物･地盤系の構造解析モデルを以下，表 2.1.2に示す． 
 

















FRAME static モデルと変わらない．  
① 2 次元動的 FEM モデルによる動的解析法と同等の解
析精度を比較的簡便に得ようとする解析に用いられ
る．  
② FRAME static の改良型として，構造物・地盤間の相
互作用を，単純なばね要素よりもより合理的な FEM
でモデル化したものとも言える．  









































































表 2.1.5 地震の影響 



















表 2.1.6 設計地震動 














































表 2.1.8 地下構造物の設計基準 2） 
名称 発行所 発行年度 
鉄道構造物等設計基準･同解説 耐震設計(平成 11 年 10 月) 鉄道総合研究所 1999.10 
新設構造物の当面の耐震設計に関する参考資料 鉄道総合研究所 1996.3 
水道施設耐震工法指針･解説(平成 9 年度版) 日本水道協会 1997 年版 
下水道施設の耐震対策指針と解説(1997 年版) 日本下水道協会 1997 年版 
※ 共同溝設計指針(昭和 61 年 3 月) 日本道路協会 1986.3 
※ 駐車場設計･施工指針同解説 日本道路協会 1992.11 



















































































































































  z:側壁または連壁の天端より 
各層中心までの距離(m) 

















平板載荷試験 1 2 
ボーリング孔内水平載荷 4 8 
三軸圧縮試験 4 8 
一軸圧縮試験 4 8 
標準貫入試験 1 2 




























仮定している場合が多い．すなわち表層地盤鉛直面内では 1/4 正弦波形，水平面内では 1 正
弦波形としている（図 2.2.3）． 







































































































































































































の静的 FEM モデルとして以下の式(2.3.1)によるのが良いとされている． 
 
HL 3  
 
ここに，L：構造物の側壁から境界までの距離 































































図 2.4.1 動的解析法の体系 2） 












































対象とする地盤は，層厚 20ｍの表層地盤を対象とし，諸量を表 3.2.1 に示す．この物性値
は土木研究所資料(12を参考に設定した． 
 










硬質地盤 20 158 0.45 17.7 0.07 
免震材 - 0.58 0.49 9.81 0.20 
 
対象とするトンネルは矩形断面の開削トンネルとした．トンネルは幅 5m，高さ 4m，覆
工厚 0.1m のものとし，土被りは 4m とした．トンネル覆工の諸量を表 3.2.2に示す． 
 


























図 3.2.1 解析モデルメッシュ全体図 














定可能最小値の 1mm とした． 
インターフェイス要素として指向性並進ばね要素を導入する．ばね要素について，法線
方向は直ばね，接線方向はせん断ばねで設定した．図 3.2.3 に各解析モデルの概略図を示


















𝑘𝑠ℎ = 𝜆𝑘(ℎ) 
ここに，  
𝑘(ℎ):鉛直方向の地盤反力係数(kN/m3)  α:𝐸0の算定方法および荷重条件に対する補正係数 
𝐸0:地盤の変形係数(kN/m2)   Bv:トンネル底版幅(m) 
ksv:せん断地盤反力係数(kN/m3)  λ:換算係数(λ=1 3⁄ )    
算出するに当たり，α = 2, 𝐸0 = 158,𝐵𝑣(ℎ) = 4とした． 
 

















図 3.2.4 直ばね構成則 図 3.2.5 せん断ばね構成則 
(3.2.1) 
(3.2.2) 





降伏点ひずみ γをせん断応力 τとせん断弾性係数 G から導くとすると， 
クーロン式より， 
𝜏 = c + 𝜎 tan∅ 




















τ:せん断応力 c:粘着力 θ:内部摩擦角 
G:せん断弾性係数 E:ヤング率 ν:ポアソン比 
 
また，境界条件は表 3.2.5に示す通りとする．拘束有りと無しをそれぞれ○と×で示した．
δは変位拘束，R は回転拘束を示す．解析モデルでは x 方向について半無限地盤を想定して
いる．そのため，yz 面は y 方向の変位を固定しており，水平ローラーとしている． 
 
表 3.2.5 拘束条件 
 δx δy δz Rx Ry Rz 
底面部 × × × × × × 
地盤部 ○ ○ ○ × × × 



























硬質地盤 20 158 0.45 17.7 0.07 
軟質地盤 20 63.2 0.49 15.7 0.09 
免震材 - 0.58 0.49 9.81 0.20 
 
対象とするトンネルは矩形断面の開削トンネルとした．トンネルは幅 5m，高さ 4m，覆
工厚 0.3m のものとし，土被りは 4m とした．諸量を表 3.3.2に示す． 
 





















図 3.3.6～図 3.3.18 に各解析モデルの寸法図を示す．また，図 3.3.19～図 3.3.23 に領域
を拡大した各解析モデルの寸法図を示す． 
  







図 3.3.1 xy面メッシュ図 
図 3.3.3 yz面メッシュ図 
図 3.3.2 zx面メッシュ図 





図 3.3.4 解析モデル全体図 
図 3.3.5 拡大モデル全体図 





図 3.3.7 免震壁モデル 
図 3.3.6 免震無モデル 




図 3.3.8 免震杭モデル 





図 3.3.9 免震壁モデル(近接) 
図 3.3.10 免震杭モデル(近接) 





図 3.3.11 免震壁モデル(埋め戻し) 
図 3.3.12  免震杭モデル(埋め戻し) 





図 3.3.13 免震壁モデル(近接埋め戻し) 
図 3.3.14 免震杭モデル(近接埋め戻し) 





図 3.3.15 免震壁モデル(全貫入) 
図 3.3.16 免震杭モデル(全貫入) 





図 3.3.17 免震壁モデル(下貫入) 
図 3.3.18 免震杭モデル(下貫入) 





図 3.3.20 免震壁モデル(拡大モデル) 
図 3.3.19 免震無モデル(拡大モデル) 





図 3.3.21 免震杭モデル(拡大モデル) 





図 3.3.22 免震周面モデル(拡大モデル) 
図 3.3.23 免震側面モデル(拡大モデル) 





デル化した．なお，節点数 12180，要素数 10880 である． 
また，境界条件は表 3.3.3に示す通りとする．拘束有りと無しをそれぞれ○と×で示した．
δは変位拘束，R は回転拘束を示す．解析モデルでは x 方向について半無限地盤を想定して
いる．そのため，yz 面は y 方向の変位を固定しており，水平ローラーとしている． 
 
表 3.3.3 拘束条件 
 δx δy δz Rx Ry Rz 
XY 面 ○ ○ × × × × 
YZ 面 ○ × ○ × × × 
底面部 × × × × × × 
地盤部 ○ ○ ○ × × × 
トンネル覆工 ○ ○ ○ × × ○ 
 
 
3.4 入力波形  
本研究では，地震波による実験を行う予定である． 
そのため，入力地震動は新神戸変電所の地表で得られた兵庫県南部地震の観測記録を工




図 3.4.1 入力波形 
第 4 章 解析結果 
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解析条件は，積分手法が Newmarkβ法(β=1/4)，積分時間間隔 0.004 秒，データ点数 4096, 最
大 383gal である．解析コードは TDAPⅢを用いた． 









デルについて，加振時最大断面力の分布を図 4.1.3と図 4.1.4に示す． 





































図 4.1.2 全面免震・周面免震の断面力比較 
 


















































図 4.1.4 周面免震と上下面免震の断面力比較 
 






















 :縁応力[kN/m2] N :軸力[kN] 
A :断面積[m2] M :曲げモーメント[kN/m] 

















図 4.1.5 縁応力の確認箇所 
(4.1.1) 





























解析条件は，積分手法が Newmarkβ法(β=1/4)，積分時間間隔 0.004 秒，データ点数 4096, 最
大 383gal である．解析コードは TDAPⅢを用いた． 










析領域拡大前のものを図 4.2.3に，解析領域を拡大したものを図 4.2.4に示す． 




図 4.2.2 要素断面力の概要(上)，断面力の評価箇所(下) 
図 4.2.1 要素座標系 




図 4.2.3 免震無の断面力 










図 4.2.4 免震無(拡大)の断面力 













図 4.2.5 免震壁・杭との断面力比較 
 









免震壁モデル(図 3.3.9)および免震杭モデル(図 3.3.10)の免震効果を評価する． 
 





図 4.2.6 免震壁・杭(埋め戻し)の断面力比較 
 










免震壁モデル(図 3.3.11)および免震杭モデル(図 3.3.12)の免震効果を評価する． 
 





図 4.2.7 免震壁・杭(近接)の断面力比較 
 









免震壁モデル(図 3.3.13)および免震杭モデル(図 3.3.14)の免震効果を評価する． 
 





図 4.2.8 免震無と免震杭(近接埋め戻し)の断面力比較 
 










免震壁モデル(図 3.3.15)および免震杭モデル(図 3.3.16)の免震効果を評価する． 
 





図 4.2.9 免震壁・杭(全貫入)の断面力比較 
 










免震壁モデル(図 3.3.17)および免震杭モデル(図 3.3.18)の免震効果を評価する． 
 





図 4.2.10 免震壁・杭(下貫入)の断面力比較 
 










免震壁モデル(図 3.3.20)および免震杭モデル(図 3.3.21)の免震効果を評価する． 
 





図 4.2.11 免震壁・杭(拡大)の断面力比較 
 














































































する．対象とするモデルは 3.2.2二次元解析モデルの設定の図 3.2.2-①，図 3.2.2-②，図
3.2.2-④である．変形図は各モデルの曲げモーメント最大時の時間断面で確認した．なお，












図 5.1.1 変形形状の比較 
 
  






ルは 3.2.2二次元解析モデルの設定の図 3.2.2-②，図 3.2.2-④である．図 5.2.1に免震材
配置概略図を再掲する． 
図 5.2.2に応力の確認箇所を示す．なお，確認する応力として直応力成分𝜎𝑥,直応力成分








図 5.2.2 応力状態の確認箇所 
図 5.2.1 免震材配置概略図 
② ④ 













図 5.2.3 直応力成分𝜎𝑥比較 
 
  












図 5.2.4 直応力成分 𝜎𝑦比較 
 
  












図 5.2.5 せん断応力 𝜏𝑥𝑦比較 
 
  















図 5.3.1 変形形状確認断面 
図 5.3.2 せん断ひずみ確認断面 
図 5.3.3 免震材配置概略図 















図 5.3.4 𝑁𝑥図 
 
  




図 5.3.5に免震壁と免震杭のトンネル変形形状を示す．なお，抽出する時間断面は x 方
向の変形が最大となる時間断面での変形を抽出し，変形形状をわかりやすくするために倍












図 5.3.5 トンネル変形形状の比較 
 
  













































































これらの力を密度 ρ，長さ l，時間 t，ひずみ ε，弾性係数 E を用いて次式に示す． 
慣性力： -24 tl  iF  









































表 6.2.1 相似則と相似比 
 基礎相似比 誘導相似比 
物理量 
物性値 
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